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平成 30年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査

（令和元年度調査）への協力依頼について 

 

平素より当協会の活動に対し、格別のご理解ご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、令和元年 11 月 25 日付「『介護保険最新情報 Vol.752』発出のお知らせ

（ご連絡）」（日介支専協第 1-0247号）において、「平成 30年度介護報酬改定の

効果検証及び調査研究に係る調査（令和元年度調査）」の周知協力を依頼しました

が、当協会宛にも厚生労働省老健局より周知協力の依頼がありました。 

この調査は、平成 30年度介護報酬改定の効果の検証や、審議報告において検討

が必要とされた事項の実態を把握することを目的に行われているもので、次期介

護保険制度改正、介護報酬改定の議論の基礎資料としても活用される大変重要な

調査です。 

調査の中で介護支援専門員を対象とするものは、介護保険制度におけるサービ

スの質の評価に関する調査研究事業、介護サービスにおける機能訓練の状況等に

係る調査研究事業、福祉用具貸与価格の定期成果に関する調査研究事業の３本で

す。 

すべての調査において 12 月中に提出期限が設定されています。対象となった

施設・事業所の皆様には、速やかなご回答・ご協力をいただくとともに、必要記

載事項を全てご記入いただきますようお願いいたします。 

貴支部におかれましては、地域支部および会員の皆様への周知をよろしく 

お願い申し上げます。 

以上 
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